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令和７年７月２３日

日立市長 小 川 春 樹 様

日立市監査委員 橋 本 仁 一

同 飛 田 謙 一

令和６年度日立市公営企業会計決算審査意見について

地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付された令和６年度日

立市水道事業会計・下水道事業会計決算及び附属書類を審査したので、次のとお

り意見を提出します。
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令和６年度日立市公営企業会計決算審査意見

第１ 審査の対象

１ 令和６年度 日立市水道事業会計決算

２ 同 日立市下水道事業会計決算

３ 上記決算に関する証書類、事業報告書、キャッシュ・フロー計算書、収益費用

明細書、固定資産明細書及び企業債明細書

第２ 審査の期間

令和７年５月２８日から令和７年７月２３日まで

第３ 審査の方法

日立市監査基準等に基づき、各事業会計の決算書類と関係諸帳簿・書類により、

経営状況を含めた総括的審査を実施し、例月現金出納検査並びに定期監査の結果

を参考にしながら、「決算計数の正確性」及び「収入支出の合規性」の確認を行い、

あわせて関係職員から説明を聴取して審査した。

第４ 審査の結果

審査に付された決算及び附属書類は、いずれも関係法令に準拠して作成されて

おり、かつ計数は関係諸帳簿等と符合し正確であると認めた。

また、予算の執行及び事業の運営については、公営企業経営の基本原則に沿っ

て概ね良好に行われていると認めた。
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水 道 事 業 会 計

１ 業務実績について

本年度の業務実績は、別表１｢業務実績表｣のとおりであるが、その主なものは次

表のとおりである。

区 分 単位 ６年度 ５年度
対前年度比較

増 減 増減率 ％

行 政 区 域 内 人 口 人 △ △

給 水 人 口 人 △ △

普 及 率 ％

給 水 件 数 件 △ △

年 間 給 水 量 ㎥ △ △

年 間 有 収 水 量 ㎥ △ △

有 収 率 ％

１ 日 最 大 給 水 量 ㎥ △ △

導 ・ 送 ・ 配 水 管 延 長 ｍ

本年度末の給水人口は、 人と前年度に比較し 人 ％ の減少、給

水件数は 件と前年度に比較し 件 ％ の減少となり、普及率は ％

と前年度と比較し、変化はない。

年間給水量 ㎥のうち有収水量は ㎥であり、有収率は

％と前年度に比較し ポイント増加している。

また、１日最大給水量は ㎥で、前年度に比較し ㎥減少している。

なお、導･送･配水管延長は ｍと、前年度に比較し ｍ ％ 増加

している。

２ 予算執行状況について

（１）収益的収支

ア 収益的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

６年度 ５年度 増減額 率 ％

水道事業収益

営業収益 △ △

営業外収益

特別利益
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水 道 事 業 会 計

１ 業務実績について

本年度の業務実績は、別表１｢業務実績表｣のとおりであるが、その主なものは次

表のとおりである。

区 分 単位 ６年度 ５年度
対前年度比較

増 減 増減率 ％

行 政 区 域 内 人 口 人 △ △

給 水 人 口 人 △ △

普 及 率 ％

給 水 件 数 件 △ △

年 間 給 水 量 ㎥ △ △

年 間 有 収 水 量 ㎥ △ △

有 収 率 ％

１ 日 最 大 給 水 量 ㎥ △ △

導 ・ 送 ・ 配 水 管 延 長 ｍ

本年度末の給水人口は、 人と前年度に比較し 人 ％ の減少、給

水件数は 件と前年度に比較し 件 ％ の減少となり、普及率は ％

と前年度と比較し、変化はない。

年間給水量 ㎥のうち有収水量は ㎥であり、有収率は

％と前年度に比較し ポイント増加している。

また、１日最大給水量は ㎥で、前年度に比較し ㎥減少している。

なお、導･送･配水管延長は ｍと、前年度に比較し ｍ ％ 増加

している。

２ 予算執行状況について

（１）収益的収支

ア 収益的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

６年度 ５年度 増減額 率 ％

水道事業収益

営業収益 △ △

営業外収益

特別利益

 

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、 万

千円上回り、執行率は ％となっている。

決算額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に能登半島地震における応急復旧、応急給水活動に要した経費に係る費用弁償

としての収入を、特別利益として計上したことによるものである。

イ 収益的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

６年度 ５年度 増減額 率 ％

水道事業費用

営業費用

営業外費用 △ △

特別損失 △ △

予備費

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、この主なものは、原水及び

浄水費の動力費、予備費である。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に原水及び浄水費の動力費、資産減耗費の増加によるものである。

（２）資本的収支

ア 資本的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

６年度 ５年度 増減額 率 ％

水道事業資本的収入

企業債

負担金 △ △

一般会計補助金

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で 億

万 千円下回り、執行率は ％となっている。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定による繰越額に係る財源充当

額 億 万 千円と継続費逓次繰越額の財源充当額 億 万円が含まれてい

る。
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決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に企業債の増加によるものである。

イ 資本的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

６年度 ５年度 増減額 率 ％

水道事業資本的支出

建設改良費

企業債償還金 △ △

予備費

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっており、予算残額のうち 億 万円を翌年度に繰り越してい

る。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定による繰越額 億 万円

千円と継続費逓次繰越額 億 万 千円が含まれている。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に水源及び配水施設費の増加によるものである。

建設改良費の主なものは、森山浄水場送水ポンプ棟築造工事費、配水管更新

工事費である。

決算収支における資本的収入額 ７年度へ繰り越される支出の財源に充当す

る額 万 千円を除く。 億 万 千円が、資本的支出額 億 万 千

円に対し不足する額 億 万 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資

本的収支調整額 億 万 千円、繰越工事資金 万 千円、減債積立金 億

万 千円、過年度分損益勘定留保資金 万 千円及び当年度分損益勘

定留保資金 億 万 千円で補填している。

３ 経営成績について

総収益 億 万 千円に対し、総費用は 億 万 千円で、純利益は 億

万 千円となっている。

なお、収益及び費用の前年度との比較は、別表２｢損益計算書前年度比較表」、別

表３｢費用使途別比率表」、別表４｢費用節別比率表」のとおりであり、純損益の最近

５箇年の推移は次表のとおりである。
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決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に企業債の増加によるものである。

イ 資本的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

６年度 ５年度 増減額 率 ％

水道事業資本的支出

建設改良費

企業債償還金 △ △

予備費

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっており、予算残額のうち 億 万円を翌年度に繰り越してい

る。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定による繰越額 億 万円

千円と継続費逓次繰越額 億 万 千円が含まれている。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に水源及び配水施設費の増加によるものである。

建設改良費の主なものは、森山浄水場送水ポンプ棟築造工事費、配水管更新

工事費である。

決算収支における資本的収入額 ７年度へ繰り越される支出の財源に充当す

る額 万 千円を除く。 億 万 千円が、資本的支出額 億 万 千

円に対し不足する額 億 万 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資

本的収支調整額 億 万 千円、繰越工事資金 万 千円、減債積立金 億

万 千円、過年度分損益勘定留保資金 万 千円及び当年度分損益勘

定留保資金 億 万 千円で補填している。

３ 経営成績について

総収益 億 万 千円に対し、総費用は 億 万 千円で、純利益は 億

万 千円となっている。

なお、収益及び費用の前年度との比較は、別表２｢損益計算書前年度比較表」、別

表３｢費用使途別比率表」、別表４｢費用節別比率表」のとおりであり、純損益の最近

５箇年の推移は次表のとおりである。

 

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度対前年度比較
増減額 率 ％

営業収益 △ △

営業外収益

特別利益

総 収 益

営業費用

営業外費用 △ △

特別損失 △ △

総 費 用

純 損 益 △ △

注 令和３年度から、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金は、営業外収益から営業収益へ移し替えを行っ

ている。

（１）収益の状況

ア 営業収益

営業収益は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少

している。

営業収益の主なものは、給水収益 億 万 千円、下水道事業会計負担金

億 万 千円、加入金などのその他の営業収益 万 千円である。

イ 営業外収益

営業外収益は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加

している。

営業外収益の主なものは、長期前受金戻入 億 万 千円、交付金などの

雑収益 万 千円、一般会計負担金 万 千円である。

ウ 特別利益

特別利益は 万円で、前年度に比較し皆増となっている。これは、能登

半島地震における応急復旧、応急給水活動に要した経費に係る費用弁償として

の収入によるものである。

（２）給水収益の推移
（単位 千円、千㎥）

区 分 ６年度 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度対前年度比較

増減額 率 ％

給 水 収 益 △ △

年間有収水量 △ △

給水収益の推移をみると、年間有収水量とともに年々減少している。本年度の

給水収益は 億 万 千円で、前年度に比較して 万 千円 ％ 減少し

ている。



－ 76 －
 

（３）費用の状況

ア 営業費用

営業費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増

加している。これは、主に原水及び浄水費の動力費、資産減耗費の増加による

ものである。

営業費用の主なものは、人件費 億 万 千円のほか、減価償却費 億

万 千円、維持管理費 億 万円である。

イ 営業外費用

営業外費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少

している。これは、主に企業債利息の減少によるものである。

営業外費用の主なものは、企業債利息 億 万 千円である。

ウ 特別損失

特別損失は 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少してい

る。これは、主に能登半島地震で被災した水道管路の災害復旧支援に係る経費

の皆減によるものである。

（４）性質別費用の推移

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度
指数 （２年度＝ ）

年度 年度 年度 年度

人 件 費

委 託 料

修 繕 費

量水器取替費

動 力 費

薬 品 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

企 業 債 利 息

そ の 他

減 損 損 失

災害による損失

過年度損益修正損 

その他特別損失

合 計

費用を性質別にみると、動力費が、電気料金の値上げにより前年度に比べ大き

く増加している。一方、企業債利息は、借入利率が過去に借り入れた企業債の返

済利率を下回っていることにより減少している。
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（３）費用の状況

ア 営業費用

営業費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増

加している。これは、主に原水及び浄水費の動力費、資産減耗費の増加による

ものである。

営業費用の主なものは、人件費 億 万 千円のほか、減価償却費 億

万 千円、維持管理費 億 万円である。

イ 営業外費用

営業外費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少

している。これは、主に企業債利息の減少によるものである。

営業外費用の主なものは、企業債利息 億 万 千円である。

ウ 特別損失

特別損失は 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少してい

る。これは、主に能登半島地震で被災した水道管路の災害復旧支援に係る経費

の皆減によるものである。

（４）性質別費用の推移

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度
指数 （２年度＝ ）

年度 年度 年度 年度

人 件 費

委 託 料

修 繕 費

量水器取替費

動 力 費

薬 品 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

企 業 債 利 息

そ の 他

減 損 損 失

災害による損失

過年度損益修正損 

その他特別損失

合 計

費用を性質別にみると、動力費が、電気料金の値上げにより前年度に比べ大き

く増加している。一方、企業債利息は、借入利率が過去に借り入れた企業債の返

済利率を下回っていることにより減少している。

 

（５）有収水量１㎥当たりの原価

ア 給水原価の状況

有収水量１㎥当たりの給水原価は 円 銭で、前年度に比較し 円 銭

％ 増加している。

（ア）部門別給水原価

（単位 円）

注 給水原価は、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を控除している。減価償却費は、営業外収益の長期

前受金戻入を控除している。

（イ）目的別給水原価

（単位 円）

区 分
６ 年 度 ５ 年 度 対前年度比較

金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

職 員 給 与 費 △ △

委 託 料

修 繕 費

動 力 費

薬 品 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

企 業 債 利 息 △ △

そ の 他 △ △

合 計

注 給水原価は、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を控除している。職員給与費には、児童手当、退職

手当負担金が含まれていない。修繕費には、量水器取替費が含まれている。減価償却費は、営業外収益の長

期前受金戻入を控除している。

区 分
６ 年 度 ５ 年 度 対前年度比較

金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 費 △ △

給 水 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

支払利息及び企業債取扱諸費 △ △

そ の 他 △ △

合 計
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イ 供給単価と給水原価の比較

最近５箇年の有収水量１㎥当たりの供給単価 給水収益）と給水原価を比較す

ると、次表のとおりである。

（単位 円）

区 分 ６年度 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度 
供 給 単 価 （Ａ）

給 水 原 価 （Ｂ）

比 較 （ Ａ ） － （ Ｂ ）

注 給水原価は、令和２年度以降、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を控除している。併せて、令和４

年度は、電力価格高騰対策に係る一般会計補助金を控除している。 
 

供給単価は前年度に比較し 銭 ％ 増加の 円 銭、給水原価は 円

銭 ％ 増加の 円 銭となっている。その結果、供給単価から給水原

価を差し引いた額は、前年度から 円 銭減少の 円 銭となっている。

（６）経営指標

（単位 ％）

区 分 ６年度 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度

経 常 収 支 比 率

料 金 回 収 率

ア 経常収支比率

経営の健全性を示す経常収支比率は ％で、経常費用の増加等により、

前年度に比較し ポイント下回っている。

イ 料金回収率

料金水準の妥当性を示す料金回収率は ％で、経常費用の増加等によ

り、前年度に比較し ポイント下回っている。

４ 財政状況について

（１）貸借対照表

本年度末における財政状況を前年度と比較すると、別表５｢貸借対照表前年度比

較表｣のとおりである。

ア 資産

資産総額は 億 万円で､その構成は､固定資産 億 万 千円

％ 、流動資産 億 万 千円 ％ である。

（ア）固定資産

有形固定資産は、本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億

万 千円 ％ 増加している。これは、建設仮勘定が 億 万 千円

％ 減少したものの、建物が 億 万 千円 ％ 、機械及び装置

が 億 万 千円 ％ 増加したことによるものである。
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イ 供給単価と給水原価の比較

最近５箇年の有収水量１㎥当たりの供給単価 給水収益）と給水原価を比較す

ると、次表のとおりである。

（単位 円）

区 分 ６年度 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度 
供 給 単 価 （Ａ）

給 水 原 価 （Ｂ）

比 較 （ Ａ ） － （ Ｂ ）

注 給水原価は、令和２年度以降、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を控除している。併せて、令和４

年度は、電力価格高騰対策に係る一般会計補助金を控除している。 
 

供給単価は前年度に比較し 銭 ％ 増加の 円 銭、給水原価は 円

銭 ％ 増加の 円 銭となっている。その結果、供給単価から給水原

価を差し引いた額は、前年度から 円 銭減少の 円 銭となっている。

（６）経営指標

（単位 ％）

区 分 ６年度 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度

経 常 収 支 比 率

料 金 回 収 率

ア 経常収支比率

経営の健全性を示す経常収支比率は ％で、経常費用の増加等により、

前年度に比較し ポイント下回っている。

イ 料金回収率

料金水準の妥当性を示す料金回収率は ％で、経常費用の増加等によ

り、前年度に比較し ポイント下回っている。

４ 財政状況について

（１）貸借対照表

本年度末における財政状況を前年度と比較すると、別表５｢貸借対照表前年度比

較表｣のとおりである。

ア 資産

資産総額は 億 万円で､その構成は､固定資産 億 万 千円

％ 、流動資産 億 万 千円 ％ である。

（ア）固定資産

有形固定資産は、本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億

万 千円 ％ 増加している。これは、建設仮勘定が 億 万 千円

％ 減少したものの、建物が 億 万 千円 ％ 、機械及び装置

が 億 万 千円 ％ 増加したことによるものである。

 

なお、有形固定資産の主なものは、配水管 億 万 千円、構築物

億 万 千円である。

無形固定資産は、本年度末 万 千円で、前年度に比較し 万 千

円 ％ 増加している。これは、その他無形固定資産の増加によるもので

ある。

なお、その他無形固定資産の主なものは、水道施設台帳 施設 万 千

円である。

投資は、本年度末 万円で、地方公共団体金融機構への出資である。

（イ）流動資産

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

増加している。これは、主に現金預金が 億 万 千円 ％ 増加した

ことによるものである。

流動資産の主なものは、現金預金 億 万 千円、未収金 億 万

千円である。また、貸倒引当金として 万円を計上している。

なお、主な未収金は、下水道事業会計負担金 億 万円、給水収益

万 千円、消費税及び地方消費税還付額 万 千円である。

イ 負債・資本

負債・資本の総額は 億 万円で、その構成は、固定負債 億

万 千円 ％）、流動負債 億 万 千円 ％ 、繰延収益 億 万

千円 ％）、資本金 億 万 千円 ％ 、剰余金 億 万 千

円 ％ である。

（ア）固定負債

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円

（ ％）増加している。これは、企業債の増加によるものである。

（イ）流動負債

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

増加している。これは、主に未払金が 億 万 千円 ％ 増加したこ

とによるものである。

流動負債の主なものは、未払金 億 万 千円、企業債 億 万 千

円、その他流動負債 億 万円、引当金 万 千円である。

その他流動負債の主なものは、下水道使用料の預り金 億 万 千円で

ある。

（ウ）繰延収益

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万円 ％ 減少し

ている。これは、長期前受金を償却した収益化累計額が増加したことによる

ものである。
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（エ）資本金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円

％ 増加している。これは、企業債償還金等の財源として使用した利益

剰余金を、資本金に組み入れたことによるものである。

（オ）剰余金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 万円 ％ 減少し

ている。これは、主に前年度繰越利益剰余金の減少によるものである。

剰余金のうち資本剰余金は、本年度末 億 万 千円で、この主なもの

は、受贈財産評価額 億 万 千円、国県補助金 億 万 千円である。

また、利益剰余金は、本年度末 億 万 千円で、当年度未処分利益剰余

金である。

（２）企業債の状況

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度
指数 （２年度＝ ）

６年度 ５年度 ４年度 ３年度

期末残高

借 入 額

償 還 額

年度末の残高は、固定負債と流動負債の企業債を合わせた 億 万 千円

で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。

５ 資金収支の状況について

本年度末残高は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

増加している。

これは、本年度において、建設改良等の投資活動により 億 万 千円減少し

たが、当年度純利益や減価償却費等の業務活動により 億 万 千円増加し、企

業債による収入等の財務活動により 億 万 千円増加したことによるもので

ある。

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度 対前年度増減額

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー △ △ △

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金期首残高 △

資金期末残高
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（エ）資本金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円

％ 増加している。これは、企業債償還金等の財源として使用した利益

剰余金を、資本金に組み入れたことによるものである。

（オ）剰余金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 万円 ％ 減少し

ている。これは、主に前年度繰越利益剰余金の減少によるものである。

剰余金のうち資本剰余金は、本年度末 億 万 千円で、この主なもの

は、受贈財産評価額 億 万 千円、国県補助金 億 万 千円である。

また、利益剰余金は、本年度末 億 万 千円で、当年度未処分利益剰余

金である。

（２）企業債の状況

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度
指数 （２年度＝ ）

６年度 ５年度 ４年度 ３年度

期末残高

借 入 額

償 還 額

年度末の残高は、固定負債と流動負債の企業債を合わせた 億 万 千円

で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。

５ 資金収支の状況について

本年度末残高は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

増加している。

これは、本年度において、建設改良等の投資活動により 億 万 千円減少し

たが、当年度純利益や減価償却費等の業務活動により 億 万 千円増加し、企

業債による収入等の財務活動により 億 万 千円増加したことによるもので

ある。

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度 対前年度増減額

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー △ △ △

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金期首残高 △

資金期末残高

 

む す び

令和６年度水道事業会計の決算は、総収益 億 万 千円に対し、

総費用は 億 万 千円で、差し引き 億 万 千円の純利

益が生じており、 年連続で総収益が総費用を上回る黒字決算となっ

ている。

業務実績をみると、年度末の給水人口は、前年度に比べ 人

（ ％）減の 人となり、また、給水件数も前年度に比べ

件（ ％）減の 件となっている。

また 、 年 間給 水 量 は ㎥ で、 前 年 度に 比 べ ㎥

（ ％）の減少となっている。一方、有収水量は ㎥と前年

度に比べ ㎥（ ％）の減少となり、この結果、年間給水量に

対する有収水量の割合である有収率は、前年度を ポイント上回る

％となっている。

なお、給水収益（水道料金収入）は、前年度と比較して 万 千

円（ ％）減の 億 万 千円となっている。

建設改良事業については、森山浄水場における送水ポンプ棟築造工

事や受変電設備改築工事を実施するとともに、送水・配水施設ポンプ

改修工事及び市内各所において緊急度の高い老朽配水管の更新工事な

どに取り組んだ。

なお、全体の事業費は、前年度と比較し 億 万 千円（ ％）

増の 億 万円となっている。

経営状況をみると、総収益については、能登半島地震の応急復旧や

応急給水活動に要した経費の費用弁済による特別利益を計上したこと

により、前年度と比較して 万 千円（ ％）増加している。

一方、総費用については、電気料金算出単価の値上げ等による動力

費の増額や物価高騰に伴う量水器取替費の増額等により、前年度と比

較して 億 万 千円（ ％）増加している。

なお、純利益は、前年度と比較して 億 万 千円（ ％）の

減少となっている。

また、経営指標をみると、経営の健全性を示す経常収支比率は、前
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年度より ポイント下回る ％となっているが、健全経営の水

準とされる ％を超えていることから、引き続き経営の健全性を維持

している状況にある。

また、料金水準の妥当性を示す料金回収率は、前年度より ポイ

ント下回る ％となっているが、事業に必要な費用を給水収益

（水道料金）で賄えている状況とされる ％を上回っている状況であ

る。

なお、キャッシュ・フロー計算書をみると、老朽化した水道施設の

更新事業など、投資額の増加に伴う企業債借入額の増により、企業債

残高は、前年度より 億 万 千円増の 億 万 千円と

なっている。

以上が令和６年度の経営内容であるが、今後の水道事業を展望する

と、収入の面においては、年々人口が減少することに比例して有収水

量が減少している状況であり、事業収益の根幹となる水道料金収入の

減収を避けるのは難しい状況にある。

また、支出の面においては、人件費の上昇や資材価格の高止まりな

どの影響に加え、水道施設の老朽化の進行により、修繕・更新費用の

増加が見込まれるなど、水道事業を取り巻く経営環境は、一層厳しさ

を増していくものと予想される。

このような状況を踏まえ、今後の経営に当たっては、引き続き有収

率の向上や経常経費の節減など、効率的な事業運営を進めていくこと

が重要である。

特に、令和６年度は、有収率が ％と前年度と比較して、 ％改

善したものの、令和５年度の類似都市平均値の ％を ポイント

下回っている状況である。有収率は年間給水量がどの程度の収益につ

ながっているかを表すものであることから、更なる有収率の向上を図

るため、引き続き、漏水調査に係る経費削減を図りながら、効果的な

漏水防止対策事業に取り組まれるとともに、老朽管路の更新を着実に

推進し、安定した事業運営に努められたい。

また、近年は、集中豪雨や大規模地震などが多発しており、本市に

おける令和５年台風 号に伴う集中豪雨による水道施設への被災や、

能登半島地震による水道管路の被災などは、いまだ記憶に新しいとこ

ろである。このように自然災害のリスクが高まる中、今後とも、市民
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年度より ポイント下回る ％となっているが、健全経営の水

準とされる ％を超えていることから、引き続き経営の健全性を維持

している状況にある。

また、料金水準の妥当性を示す料金回収率は、前年度より ポイ

ント下回る ％となっているが、事業に必要な費用を給水収益

（水道料金）で賄えている状況とされる ％を上回っている状況であ

る。

なお、キャッシュ・フロー計算書をみると、老朽化した水道施設の

更新事業など、投資額の増加に伴う企業債借入額の増により、企業債

残高は、前年度より 億 万 千円増の 億 万 千円と

なっている。

以上が令和６年度の経営内容であるが、今後の水道事業を展望する

と、収入の面においては、年々人口が減少することに比例して有収水

量が減少している状況であり、事業収益の根幹となる水道料金収入の

減収を避けるのは難しい状況にある。

また、支出の面においては、人件費の上昇や資材価格の高止まりな

どの影響に加え、水道施設の老朽化の進行により、修繕・更新費用の

増加が見込まれるなど、水道事業を取り巻く経営環境は、一層厳しさ

を増していくものと予想される。

このような状況を踏まえ、今後の経営に当たっては、引き続き有収

率の向上や経常経費の節減など、効率的な事業運営を進めていくこと

が重要である。

特に、令和６年度は、有収率が ％と前年度と比較して、 ％改

善したものの、令和５年度の類似都市平均値の ％を ポイント

下回っている状況である。有収率は年間給水量がどの程度の収益につ

ながっているかを表すものであることから、更なる有収率の向上を図

るため、引き続き、漏水調査に係る経費削減を図りながら、効果的な

漏水防止対策事業に取り組まれるとともに、老朽管路の更新を着実に

推進し、安定した事業運営に努められたい。

また、近年は、集中豪雨や大規模地震などが多発しており、本市に

おける令和５年台風 号に伴う集中豪雨による水道施設への被災や、

能登半島地震による水道管路の被災などは、いまだ記憶に新しいとこ

ろである。このように自然災害のリスクが高まる中、今後とも、市民

の安全で安心な暮らしを守るため、水道施設の耐震化や応急給水体制

の整備など、防災対策についても着実に推進されたい。

なお、本年度は、令和８年度から令和 年度までの 年間の事業経

営について、上下水道事業の中長期的な経営の基本となる「上下水道

事業経営戦略」の見直し作業を進めているところであるが、見直しに

当たっては、本市の上下水道事業を次世代へしっかりとつないでいく

ため、これまでの取組の進捗とその成果、新たな課題などについて、

十分に評価、検証した上で、的確な将来需要予測のもと、更に質を高

めた経営戦略を立案されたい。

水道は言うまでもなく、市民生活に欠かすことのできない重要なラ

イフラインの一つであり、市民に良質で安全・安心な水を将来にわた

って安定的に供給することが不可欠であることから、引き続き、施設

の維持管理及び防災対策を着実に推進するとともに、新たな経営戦略

に掲げる各種事業の着実な推進を図りながら、的確な財政見通しのも

と、健全で持続可能な事業運営に取り組まれるよう望むものである。

以 上
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別表１  業務実績表

増  減 増減率(%)

行政区域内人口 △ 3,187 △ 1.9

計 画 給 水 人 口

給 水 人 口 △ 3,130 △ 1.9

給 水 件 数 △ 461 △ 0.5

導・送・配水管延長

職 員 数 △ 1 △ 1.4

経常
費用

－
受託

工事費
＋
売却
原価

－
長期前受
金戻入

（注）給水原価は、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を控除している。

(Ｄ)
１㎥当たり給水原価 円

総費用

(Ｄ)

１㎥当たり供給単価 円
給水収益

(Ｄ)

 総収益

(Ｄ)

１ ㎥ 当 た り 費 用 円

ｍ

人

１ ㎥ 当 た り 収 益 円

(Ｄ)
×100

(Ｃ)

１ 日 最 大 給 水 量 ｍ △ 324 △ 0.6

有 収 率 ％ －

△ 1.5

年間有収水量 ｍ △ 162,141 △ 0.9

件

年 間 給 水 量 ｍ △ 286,159

－
(Ｂ)

×100
(Ａ)

人

人

人

普 及 率 ％

区        分 単位 ６年度 ５年度
対前年度比較

備          考
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別表２  損益計算書前年度比較表

　収    　益    　の    　部

６年度 ５年度

1　営業収益 △ 5,194,504 △ 0.2

 (1) 給水収益 △ 14,678,140 △ 0.5

       水道料金 △ 14,678,140 △ 0.5

 (2) 受託工事収益

       受託工事収益

 (3) 一般会計負担金

       一般会計負担金

 (4) 下水道事業会計負担金

       下水道事業会計負担金

 (5) その他の営業収益 △ 4,308,078 △ 5.6

       加入金 △ 12,628,354 △ 46.5

       手数料

       徴収事務負担金 △ 1,075,224 △ 3.5

       国県補助金

2　営業外収益

 (1) 受取利息及び配当金

       預金利息

       貸付金利息

 (2) 一般会計負担金 △ 534,891 △ 9.5

       一般会計負担金 △ 534,891 △ 9.5

 (3) 一般会計補助金 △ 226,630 △ 4.4

       一般会計補助金 △ 226,630 △ 4.4

 (4) 長期前受金戻入 △ 5,588,754 △ 3.0

       受贈財産評価額戻入 △ 3,581,382 △ 8.9

       国県補助金戻入 △ 978,501 △ 2.0

       一般会計負担金戻入 △ 205,103 △ 0.5

       工事負担金戻入

       一般会計補助金戻入 △ 1,054,175 △ 3.7

       その他長期前受金戻入

 (5) 雑収益

       不用品売却収益

       交付金 △ 133,224 △ 1.5

       その他雑収益

3　特別収益

 (1) その他特別収益

　　　 その他特別収益

合                 計

６年度 ５年度 増  減  額 増減率(％)

(単位　円)

区　　　分
金    額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較
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　費    　用   　 の    　部

６年度 ５年度

1　営業費用

 (1) 原水及び浄水費　

 (2) 配水費 △ 14,112,721 △ 7.9

 (3) 給水費

 (4) 受託工事費

 (5) 業務費

 (6) 総係費

 (7) 減価償却費

 (8) 資産減耗費

2　営業外費用 △ 9,898,681 △ 6.3

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 9,190,377 △ 5.9

       企業債利息 △ 9,205,061 △ 5.9

       一時借入金利息

 (2) 雑支出 △ 708,304 △ 43.0

       不用品売却原価 △ 413,300 △ 35.2

       その他雑支出 △ 295,004 △ 62.2

3　特別損失 △ 18,806,383 △ 96.4

 (1) 減損損失

 (2) 災害による損失 △ 5,118,936 △ 97.7

 (3) 過年度損益修正損

 (4) その他特別損失 △ 14,268,996

合                 計

当  年  度  純  損  益 △ 112,994,070 △ 31.6

構成比(％) 対 前 年 度 比 較

６年度 ５年度 増  減  額 増減率(％)

(単位　円)

区　　　分
金    額
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別表３  費用使途別比率表

  物   件   費

金

 (1)原水及び浄水費

 (2)配水費

 (3)給水費

 (4)受託工事費

 (5)業務費

 (6)総係費

 (7)減価償却費

 (8)資産減耗費

2  営業外費用

 (1)支払利息及び企業債取扱諸費

 (2)雑支出

3　特別損失

 (1)減損損失

 (2)災害による損失

 (3)過年度損益修正損

 (4)その他特別損失

合          計

1　営業費用

６年度 ５年度 ６年度 ５年度 (％) ６年度

区　　　分

人    件    費

金    額 構成比(％) 対 前 年
度 比 率
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額

６年度 ５年度 (％)５年度 ６年度 ５年度 (％) ６年度 ５年度

対 前 年
度 比 率

金    額 構成比(％) 対 前 年
度 比 率

(単位　円)

    ・  そ  の  他  の  経  費 計

構成比(％)
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別表４  費用節別比率表

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金 繰 入 額

報 酬

法 定 福 利 費

法定福利費引当金繰入額

旅 費

報 償 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

工 事 請 負 費

材 料 費

(単位　円)

区　　　分
金      額 構成比(％) 対前年度

６年度 ５年度 ６年度 ５年度 比率(％)

営

業

費

用

広 告 料

委 託 料

手 数 料

下 水 道 使 用 料

賃 借 料

修 繕 費

研 修 費

交 際 費

動 力 費

薬 品 費

厚 生 費

負 担 金
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保 険 料

補 償 金

交 付 金 及 び 補 助 金

量 水 器 取 替 費

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

貸 倒 損 失

雑 費

有形固定資産減価償却費

無形固定資産減価償却費

固 定 資 産 除 却 費

計

企 業 債 利 息

一 時 借 入 金 利 息

不 用 品 売 却 原 価

過 年 度 損 益 修 正 損

減 損 損 失

計

営

業

費

用

(単位　円)

区　　　分
金      額 構成比(％) 対前年度

６年度 ５年度 ６年度 ５年度 比率(％)

そ の 他 雑 支 出

営
業
外
費
用

手 当 等

特
　

別
　

損
　

失

備 消 品 費

旅 費

賃 借 料

委 託 料

燃 料 費

固 定 資 産 除 却 費

計

合          計

修 繕 費
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別表５  貸借対照表前年度比較表

資      産      の      部

６年度 ５年度

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

       土地

       建物

       構築物 △ 23,791,751 △ 0.2

       配水管

       機械及び装置

       量水器

       車両運搬具 △ 3,100,287 △ 19.8

       工具器具及び備品 △ 716,572 △ 1.8

       建設仮勘定 △ 753,247,498 △ 46.6

 (2) 無形固定資産

　　　 電話加入権 △ 581,549 △ 99.5

　　　 その他無形固定資産

 (3) 投資

       出資金

2 流動資産

 (1) 現金預金

 (2) 未収金 △ 14,288,079 △ 3.6

 　  貸倒引当金 △ 1,249,724 △ 1,262,668 △ 1.0

 (3) 保管有価証券

 (4) 貯蔵品

 (5) 前払金

資   産   合   計

６年度 ５年度 増  減  額 増減率(％)

(単位　円)

区　　　分
金    額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較
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負   債   ・   資   本   の   部

６年度 ５年度

3 固定負債

 (1) 企業債

4 流動負債

 (1) 企業債 △ 56,595,749 △ 5.6

 (2) 未払金

 (3) 未払費用

 (4) 預り有価証券

（5）引当金 △ 4,467,766 △ 9.4

       賞与引当金 △ 3,659,093 △ 9.2

　　   法定福利費引当金 △ 808,673 △ 10.3

（6）その他流動負債

5 繰延収益 △ 100,070,366 △ 2.5

 (1) 長期前受金

　　 収益化累計額 △ 5,102,467,016 △ 4,946,870,594 △14.0 △14.6 △ 155,596,422

負   債   合   計

6 資本金

 (1) 資本金

7 剰余金 △ 89,870,244 △ 4.6

 (1) 資本剰余金

　  　 再評価積立金

       受贈財産評価額

       建設補助金

       国県補助金

       工事負担金

       一般会計補助金

       その他資本剰余金

 (2) 利益剰余金 △ 89,870,244 △ 7.0

       当年度未処分利益
       剰余金

△ 89,870,244 △ 7.0

       ・当年度純利益 △ 112,994,070 △ 31.6

       ・前年度繰越利益
         剰余金

△ 300,000,000 △ 50.0

       ・その他未処分利
         益剰余金変動額

資   本   合   計

負 債・資 本 合 計

構成比(％) 対 前 年 度 比 較

６年度 ５年度 増  減  額 増減率(％)

(単位　円)

区　　　分
金    額
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別表６　財務分析表　

６年度 ５年度

％ ％

％ ％

回 回

当年度貯蔵品消費額(4)

％ ％

％ ％

％ ％

当年度減価償却費－長期前受金戻入

(注)

(6) 営業収益＋営業外収益－(下水道事業会計負担金＋徴収事務負担金）
(7) 営業費用＋営業外費用－(下水道事業会計負担金＋徴収事務負担金)

各算式に用いた用語は、次のとおりである。
(1) 固定資産＋流動資産
(2) 負債＋資本
(3) 資本金＋剰余金＋繰延収益
(4) 期首貯蔵品＋当年度購入額＋当年度発生額－期末貯蔵品
(5) 有形固定資産＋無形固定資産－(土地＋建設仮勘定＋電話加入権)

給水収益

企業債元利償還金
対料金収入比率

企業債元利償還金
×100

給水収益

企業債償還元金
×100

給水収益

企業債利息対
料金収入比率

企業債利息
×100

×100
平均負債(9)

企業債償還元金
対減価償却費比率

企業債償還元金
×100

そ
の
他

利子負担率
支払利息(8)

企業債償還元金
対料金収入比率

経常費用(7)

営業収支比率
営業収益－受託工事収益

×100
営業費用－受託工事費

経常収支比率
経常収益(6)

×100

平均総資本

総収支比率
総収益

×100
総費用

期末償却資産(5)+当年度減価償却費

収
益
率

総資本利益率
当年度純損益

×100

減価償却率
当年度減価償却費

×100

貯蔵品回転率
平均貯蔵品

営業収益－受託工事収益
平均流動資産

未収金回転率
営業収益－受託工事収益

平均営業未収金

平均自己資本

固定資産回転率
営業収益－受託工事収益

平均固定資産

回
転
率

９ 自己資本回転率
営業収益－受託工事収益

流動資産回転率

８ 現金比率
現金預金

×100
流動負債

流動負債

７ 酸性試験比率
現金預金＋未収金

×100
流動負債

自己資本＋固定負債

６ 流動比率
流動資産

×100

×100
自己資本

５
固定資産
対長期資本比率

固定資産
×100

財
務
比
率

４ 固定比率
固定資産

３ 自己資本構成比率
自己資本(3)

×100
総資本

総資産(1)

２ 固定負債構成比率
固定負債

×100
総資本(2)

区　　　           　分 　　算          式

構
成
比
率

１ 固定資産構成比率
固定資産

×100
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　　(8) 収益的支出に係る企業債利息＋資本的支出に係る企業債利息
　　(9) 負債(再建債＋企業債＋他会計借入金＋一時借入金)

(6) 営業収益＋営業外収益－(下水道事業会計負担金＋徴収事務負担金）
(7) 営業費用＋営業外費用－(下水道事業会計負担金＋徴収事務負担金)

　給水収益に対する企業債利息の割合であり、経営状態を表すものである。

　給水収益に対する企業債元利償還金の割合であり、経営状態を表すものである。

　給水収益に対する企業債償還元金の割合であり、経営状態を表すものである。

　負債に対する支払利息の割合であり、平均利率を表すものである。

　減価償却費に対する企業債償還元金の割合であり、企業債償還能力を表すものである。

　経常費用に対する経常収益の割合であり、経営の安定性を表すものである。

　営業費用に対する営業収益の割合であり、収益性を表すものである。

　総資本に対する純利益の割合であり、収益性を表すものである。

　総費用に対する総収益の割合であり、経営の安定性を表すものである。

　固定資産の帳簿価額に対する減価償却費の割合であり、固定資産に投下された資本の回収状況を表す
　ものである。

　貯蔵品に対する貯蔵品消費額の割合であり、貯蔵品管理の巧拙を表すものである。

　流動資産に対する営業収益の割合であり、流動資産の利用状況を表すものである。

　営業未収金に対する営業収益の割合であり、未収金の回収状況を表すものである。

　自己資本に対する営業収益の割合であり、資本の利用状況を表すものである。

　固定資産に対する営業収益の割合であり、固定資産の利用状況を表すものである。

　に対する支払能力を表すものである。

　流動負債に対する現金預金の割合であり、当座の支払能力を表すものである。

　流動負債に対する流動資産の割合であり、短期債務に対する支払能力を表すものである。

　流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金等の流動負債に対する割合であり、短期債務

　固定資産の調達が、自己資本と固定負債の範囲内で行われているかどうかを示すもので、事業の安定
　性を表すものである。

　自己資本がどの程度固定資産に投下されているかを示すもので、資金の安定性を表すものである。

　営の安全性を表すものである。
　総資本（負債＋資本）とこれを構成する自己資本（自己資本＋剰余金）の関係を示すもので、経営の
　安全性を表すものである。

　総資産に対する固定資産の占める割合であり、資産構成の適正度を表すものである。

　総資本（負債＋資本）とこれを構成する固定負債（固定負債＋借入資本金）の関係を示すもので、経

備            　　　考
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別表７  経営分析比較表

固 定 資 産
使 用 効 率

経常費用－
(受託工事費
＋売却原価)

－
長期前受
金戻入

職員１人当たり
給 水 人 口

職員１人当たり
有 収 水 量

職員１人当たり
営 業 収 益

千円
営業収益

損益勘定所属職員

ｍ

年間有収水量

損益勘定所属職員

×100
給水原価

人
現在給水人口

損益勘定所属職員

料 金 回 収 率 ％
供給単価

給 水 原 価 円/ｍ
年間有収水量

供 給 単 価 円/ｍ

給水収益

年間有収水量

ｍ /万円

年間給水量

有形固定資産

配水管使用効率 ｍ /ｍ

年間給水量

導・送・配水管延長

×100
１日給水能力

有 収 率 ％
年間有収水量

×100
年間給水量

最 大 稼 働 率 ％
１日最大給水量

×100
１日最大給水量

施 設 利 用 率 ％
１日平均給水量

×100
１日給水能力

負 荷 率 ％
１日平均給水量

区 分 単位 ６年度 ５年度

給水人口15万
人以上30万人
未満の都市の
平均(5年度)

算　　　　式
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下 水 道 事 業 会 計

１ 業務実績について

本年度の業務実績は、別表１｢業務実績表｣のとおりであるが、その主なものは次

表のとおりである。

区 分 単位 ６年度 ５年度
対前年度比較

増 減 増減率 ％

処
理
区
域

水 洗 化 人 口 人 △ △

水 洗 化 戸 数 戸 △ △

水
洗
化
率

人 口 ％ 
戸 数 ％ 

年 間 処 理 水 量 ㎥ △ △

年 間 有 収 水 量 ㎥ △ △

有 収 率 ％

管 渠 延 長 ｍ

本年度末の水洗化戸数は 戸と、前年度に比較し 戸 ％ の減少となり、

水洗化率は ％と前年度に比較し、変化はない。

年間処理水量 ㎥のうち有収水量は ㎥であり、有収率は

％と前年度に比較し ポイント増加している。

なお、管渠延長は ｍと、前年度に比較し ｍ増加している。

２ 予算執行状況について

（１）収益的収支

ア 収益的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

６年度 ５年度 増減額 率 ％

下水道事業収益

営業収益 △ △

営業外収益 △ △

特別利益

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっている。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に災害による固定資産の除却に伴う長期前受金戻入分を、特別利益に計上し

たことによるものである。
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イ 収益的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

６年度 ５年度 増減額 率 ％

下水道事業費用

営業費用 △ △

営業外費用 △ △

特別損失

予備費

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、この主なものは、総係費の

委託料、消費税及び地方消費税である。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に災害による固定資産除却費を、特別損失に計上したことによるものである。

（２）資本的収支

ア 資本的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

６年度 ５年度 増減額 率 ％

下水道事業資本的収入

企業債

国県補助金

負担金

予算額 億 万円に対し、決算額は 億 万 千円で 億 万

千円下回り、執行率は ％となっている。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定による繰越額に係る財源充当

額 億 万 千円が含まれている。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これ

は、主に企業債、国県補助金の増加によるものである。

イ 資本的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

６年度 ５年度 増減額 率 ％

下水道事業資本的支出

建設改良費 △ △

雨水対策費 △ △

企業債償還金 △ △

予備費

災害復旧費
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イ 収益的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

６年度 ５年度 増減額 率 ％

下水道事業費用

営業費用 △ △

営業外費用 △ △

特別損失

予備費

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、この主なものは、総係費の

委託料、消費税及び地方消費税である。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に災害による固定資産除却費を、特別損失に計上したことによるものである。

（２）資本的収支

ア 資本的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

６年度 ５年度 増減額 率 ％

下水道事業資本的収入

企業債

国県補助金

負担金

予算額 億 万円に対し、決算額は 億 万 千円で 億 万

千円下回り、執行率は ％となっている。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定による繰越額に係る財源充当

額 億 万 千円が含まれている。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これ

は、主に企業債、国県補助金の増加によるものである。

イ 資本的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

６年度 ５年度 増減額 率 ％

下水道事業資本的支出

建設改良費 △ △

雨水対策費 △ △

企業債償還金 △ △

予備費

災害復旧費

 

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっており、予算残額のうち 億 万 千円を翌年度に繰り越して

いる。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定による繰越額 億 万

千円が含まれている。

決算額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 増加している。これは主

に、建設改良費、雨水対策費は減少したが、災害復旧費が増加したことによる

ものである。

建設改良費の主なものは、池の川処理場中央監視制御設備改築工事費、各ミ

ニポンプ場機械・電気設備長寿命化工事費である。

雨水対策費の主なものは、舟入川雨水管渠改築工事費である。

災害復旧費の主なものは、池の川処理場機械設備復旧工事費、池の川処理場

電気設備復旧工事費である。

決算収支における資本的収入額 ７年度へ繰り越される支出の財源に充当す

る額 万 千円を除く。 億 万円が、資本的支出額 億 万 千円

に対し不足する額 億 万 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本

的収支調整額 億 万 千円、繰越工事資金 万 千円、過年度分損益勘定

留保資金 億 万 千円、当年度分損益勘定留保資金 億 万円及び減

債積立金 億 万 千円で補填している。

３ 経営成績について

総収益 億 万 千円に対し、総費用は 億 万 千円で、純利益は

万 千円となっている。

なお、収益及び費用の前年度との比較は、別表２｢損益計算書前年度比較表｣、別

表３｢費用使途別比率表」、別表４「費用節別比率表｣のとおりであり、純損益の最近

５箇年の推移は次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度対前年度比較

増減額 率 ％

営 業 収 益 △ △

営業外収益 △ △

特 別 利 益

総 収 益

営 業 費 用 △ △

営業外費用 △ △

特 別 損 失

総 費 用

純 損 益 △ △
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（１）収益の状況

ア 営業収益

営業収益は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減

少している。

営業収益の主なものは、下水道使用料 億 万 千円のほか、水質規制、

水洗化普及・助成、雨水施設の維持管理及び不明水処理に要する経費に対する

一般会計負担金 万 千円である。

イ 営業外収益

営業外収益は 億 万円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少

している。

営業外収益の主なものは、長期前受金戻入 億 万 千円、雨水対策事業

等の企業債利息に対する一般会計負担金 万 千円である。

ウ 特別利益

特別利益は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円

％ 増加している。これは、災害による固定資産の除却に伴い、過去に

財源として受け入れた国県補助金等の長期前受金の戻入によるものである。

（２）下水道使用料の推移

（単位 千円、千㎥）

区 分 ６年度 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度対前年度比較

増減額 率 ％

下水道使用料 △ △

年間有収水量 △ △

下水道使用料の推移をみると、減少傾向にあり、本年度決算についても前年度

比 万 千円 ％ 減の 億 万 千円となった。

（３）費用の状況

ア 営業費用

営業費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減

少している。これは主に、処理場費、資産減耗費が増加したものの、管渠費、

流域下水道管理運営費及び減価償却費が減少したことによるものである。

営業費用の主なものは、人件費 億 万 千円のほか、減価償却費 億

万 千円、処理場・ポンプ場の維持管理費 億 万 千円、流域下水道

管理運営費負担金 億 万 千円である。
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（１）収益の状況

ア 営業収益

営業収益は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減

少している。

営業収益の主なものは、下水道使用料 億 万 千円のほか、水質規制、

水洗化普及・助成、雨水施設の維持管理及び不明水処理に要する経費に対する

一般会計負担金 万 千円である。

イ 営業外収益

営業外収益は 億 万円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少

している。

営業外収益の主なものは、長期前受金戻入 億 万 千円、雨水対策事業

等の企業債利息に対する一般会計負担金 万 千円である。

ウ 特別利益

特別利益は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円

％ 増加している。これは、災害による固定資産の除却に伴い、過去に

財源として受け入れた国県補助金等の長期前受金の戻入によるものである。

（２）下水道使用料の推移

（単位 千円、千㎥）

区 分 ６年度 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度対前年度比較

増減額 率 ％

下水道使用料 △ △

年間有収水量 △ △

下水道使用料の推移をみると、減少傾向にあり、本年度決算についても前年度

比 万 千円 ％ 減の 億 万 千円となった。

（３）費用の状況

ア 営業費用

営業費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減

少している。これは主に、処理場費、資産減耗費が増加したものの、管渠費、

流域下水道管理運営費及び減価償却費が減少したことによるものである。

営業費用の主なものは、人件費 億 万 千円のほか、減価償却費 億

万 千円、処理場・ポンプ場の維持管理費 億 万 千円、流域下水道

管理運営費負担金 億 万 千円である。

 

イ 営業外費用

営業外費用は 億 万円で、前年度に比較し 万円 ％ 減少してい

る。これは、主に企業債利息の減少によるものである。

営業外費用の主なものは、支払利息及び企業債取扱諸費 億 万 千円で

ある。

ウ 特別損失

特別損失は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円（ ％）

増加している。これは、災害による池の川処理場等の固定資産の除却によるも

のである。

（４）性質別費用の推移

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度
指数 （２年度＝ ）

年度 年度 年度 年度

人 件 費

委 託 料

修 繕 費

動 力 費

薬 品 費

負 担 金

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

企 業 債 利 息

そ の 他

災害による損失 － － － － － － －

合 計

費用を性質別にみると、主に修繕費、負担金及び減価償却費が前年度に比べ減

少している。また、企業債利息は、主に借入残高が減少したことにより減少して

いる。一方、費用増加の主なものは、委託料、資産減耗費及び災害による損失と

なっている。

（５）有収水量１㎥当たりの原価

ア 処理原価の状況

有収水量１㎥当たりの処理原価は 円 銭で、前年度に比較し 銭

％ 減少している。
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（ア）部門別処理原価

（単位 円）

区 分
６年度 ５年度 対前年度比較

金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

管 渠 費 △ △

ポ ン プ 場 費 △ △

処 理 場 費

普 及 促 進 費

排 水 設 備 費

業 務 費 △ △

総 係 費

流 域 下 水 道 管 理 運 営 費 △ △

減 価 償 却 費 △ △

資 産 減 耗 費

支払利息及び企業債取扱諸費 △ △

そ の 他 △ △

合 計 △ △

注 処理原価は、経常費用から処理原価対象外経費を控除している。減価償却費は、営業外収益の長期前受金戻

入を控除している。

（イ）目的別処理原価

（単位 円）

区 分
６年度 ５年度

金 額 構成比 ％

３年

度

対前年度比較

金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

職 員 給 与 費

委 託 料

修 繕 費 △ △

動 力 費

薬 品 費

流域下水道維持管理負担金 △ △

そ の 他

維持管理費 計

企 業 債 利 息 等

減 価 償 却 費 △ △

資本費 計 △ △

合 計 △ △

注 職員給与費には、児童手当、退職手当負担金が含まれていない。
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（ア）部門別処理原価

（単位 円）

区 分
６年度 ５年度 対前年度比較

金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

管 渠 費 △ △

ポ ン プ 場 費 △ △

処 理 場 費

普 及 促 進 費

排 水 設 備 費

業 務 費 △ △

総 係 費

流 域 下 水 道 管 理 運 営 費 △ △

減 価 償 却 費 △ △

資 産 減 耗 費

支払利息及び企業債取扱諸費 △ △

そ の 他 △ △

合 計 △ △

注 処理原価は、経常費用から処理原価対象外経費を控除している。減価償却費は、営業外収益の長期前受金戻

入を控除している。

（イ）目的別処理原価

（単位 円）

区 分
６年度 ５年度

金 額 構成比 ％

３年

度

対前年度比較

金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

職 員 給 与 費

委 託 料

修 繕 費 △ △

動 力 費

薬 品 費

流域下水道維持管理負担金 △ △

そ の 他

維持管理費 計

企 業 債 利 息 等

減 価 償 却 費 △ △

資本費 計 △ △

合 計 △ △

注 職員給与費には、児童手当、退職手当負担金が含まれていない。
 

 
 

 

イ 使用料単価と処理原価の比較

最近５箇年の有収水量１㎥当たりの使用料単価と処理原価を比較すると、次

表のとおりである。

（単位 円）

区 分 ６年度 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度 
使 用 料 単 価 （Ａ）

処 理 原 価 （Ｂ）

比 較 （ Ａ ） － （ Ｂ ） △

注 処理原価については、令和４年度は、電力価格高騰対策に係る一般会計補助金を控除している。併せて、令

和４年度以降は、処理原価の算定において一般会計補助金戻入額（財源不足繰入分）を含めていない。

使用料単価は前年度に比較し 銭 ％ 増加の 円 銭、処理原価は

銭 ％ 減少の 円 銭となっている。その結果、使用料単価から処理原価

を差し引いた額は、前年度に比較し 銭増加の 銭となっている。

（６）経営指標

（単位 ％）

区 分 ６年度 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度

経 常 収 支 比 率

経 費 回 収 率

ア 経常収支比率

経営の健全性を示す経常収支比率は ％で、経常費用の減少等により、

前年度に比較し ポイント上回っている。

イ 経費回収率

使用料水準の妥当性を示す経費回収率は ％で、被災施設の維持管理

経費の一時的な増加が収束したことにより、前年度に比較し ポイント上

回っている。

４ 財政状況について

（１）貸借対照表

本年度末における財政状況を前年度と比較すると、別表５｢貸借対照表前年度比

較表｣のとおりである。

ア 資産

資産総額は 億 万円で、その構成は、固定資産 億 万 千円

％ 、流動資産 億 万 千円 ％ である。

（ア）固定資産

有形固定資産は、本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万

千円 ％ 増加している。これは、機械及び装置の増加によるものである。

有形固定資産の主なものは、構築物 億 万 千円で ％を占め

ている。



－ 106 －
 

無形固定資産は、本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 万

千円 ％ 減少している。これは、施設利用権 那珂久慈流域下水道施設利

用権及び広域汚泥焼却炉施設利用権 の減価償却によるものである。

投資は、本年度末 万円で、地方公共団体金融機構への出資である。

（イ）流動資産

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万円 ％

増加している。これは、主に現金預金が 億 万 千円 ％ 増加し

たことによるものである。

流動資産の主なものは、現金預金 億 万 千円、未収金 億 万

千円である。また、貸倒引当金として 万 千円を計上している。

なお、主な未収金は、下水道使用料 億 万 千円である。

イ 負債・資本

負債・資本の総額は 億 万円で、その構成は、固定負債 億 万

円 ％ 、流動負債 億 万 千円 ％ 、繰延収益 億 万 千

円 ％）、資本金 億 万円 ％ 、剰余金 億 万 千円 ％

である。

（ア）固定負債

本年度末 億 万円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増

加している。これは、企業債の増加によるもので、固定負債の主なものは、

企業債 億 万 千円である。

（イ）流動負債

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円

％ 増加している。これは、未払金が 億 万 千円 ％ 増加

したことによるものである。

流動負債の主なものは、企業債 億 万 千円、未払金 億 万 千円、

引当金 万 千円である。

（ウ）繰延収益

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

増加している。これは、長期前受金が増加したことによるものである。

（エ）資本金

本年度末 億 万円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加

している。これは、企業債償還金の財源として使用した利益剰余金を、資本

金に組み入れたことによるものである。
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無形固定資産は、本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 万

千円 ％ 減少している。これは、施設利用権 那珂久慈流域下水道施設利

用権及び広域汚泥焼却炉施設利用権 の減価償却によるものである。

投資は、本年度末 万円で、地方公共団体金融機構への出資である。

（イ）流動資産

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万円 ％

増加している。これは、主に現金預金が 億 万 千円 ％ 増加し

たことによるものである。

流動資産の主なものは、現金預金 億 万 千円、未収金 億 万

千円である。また、貸倒引当金として 万 千円を計上している。

なお、主な未収金は、下水道使用料 億 万 千円である。

イ 負債・資本

負債・資本の総額は 億 万円で、その構成は、固定負債 億 万

円 ％ 、流動負債 億 万 千円 ％ 、繰延収益 億 万 千

円 ％）、資本金 億 万円 ％ 、剰余金 億 万 千円 ％

である。

（ア）固定負債

本年度末 億 万円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増

加している。これは、企業債の増加によるもので、固定負債の主なものは、

企業債 億 万 千円である。

（イ）流動負債

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円

％ 増加している。これは、未払金が 億 万 千円 ％ 増加

したことによるものである。

流動負債の主なものは、企業債 億 万 千円、未払金 億 万 千円、

引当金 万 千円である。

（ウ）繰延収益

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

増加している。これは、長期前受金が増加したことによるものである。

（エ）資本金

本年度末 億 万円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加

している。これは、企業債償還金の財源として使用した利益剰余金を、資本

金に組み入れたことによるものである。

 

（オ）剰余金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万円 ％ 減

少している。これは、主に当年度純利益の減少によるものである。

剰余金のうち資本剰余金は、本年度末 億 万 千円で前年度と同額で

あり、主なものは、受贈財産評価額 万 千円、国県補助金 万 千

円である。

また、利益剰余金は、本年度末 億 万円で、当年度未処分利益剰余金

である。

（２）企業債の状況

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度
指数 （２年度＝ ）

６年度 ５年度 ４年度 ３年度

期末残高

借 入 額

償 還 額

年度末の残額は、固定負債と流動負債の企業債を合わせた 億 万円で、

前年度に比較し 億 万円 ％ 増加している。

５ 資金収支の状況について

本年度末残高は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円

％ 増加している。

これは、本年度において、当年度純利益や減価償却費等の業務活動により 億

万 千円増加し、企業債等の財務活動により 億 万円増加したほか、投資活

動については、災害復旧事業の工期の大部分が年度末となったことから、その支払

いを未払金として計上したため、 億 万 千円増加したことによるものである。

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度 対前年度増減額

業務活動によるキャッシュ・フロー △

投資活動によるキャッシュ・フロー △

財務活動によるキャッシュ・フロー △

資金期首残高

資金期末残高
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む す び

令和６年度下水道事業会計の決算は、総収益 億 万 千円に対

し、総費用は 億 万 千円で、差し引き 万 千円の純利益

が生じており、 年連続で総収益が総費用を上回る黒字決算となってい

る。

業務実績をみると、年度末の水洗化人口は 人で、前年度に比

べ 人（ ％）減少し、水洗化戸数も 戸で、前年度に比べ

戸の減少となっている。

また、年間処理水量は ㎥で、前年度に比べ ㎥（ ％）

減少し、有収水量についても ㎥で、前年度に比べ ㎥

（ ％）減少している。こうした中、年間処理水量に対する有収水量の

割合である有収率は、継続して実施している不明水対策の進捗により、

前年度を ポイント上回る ％となっている。

なお、下水道使用料は前年度と比較して 万 千円（ ％）の減

となっている。

建設改良事業については、将来にわたって下水道施設の修繕・改築等

を最適化するための長期的視野に立った資産管理計画となる「日立市下

水道ストックマネジメント計画」などに基づく国庫補助事業として、池

の川処理場の中央監視制御設備改築工事及び各ミニポンプ場の機械・電

気設備長寿命化工事を実施するとともに、管渠施設の安全確保を図るた

め、老朽管渠の改築並びに耐震化工事に取り組んだ。

また、雨水対策事業については、舟入川排水区における雨水管渠改築

工事を実施した。

加えて、令和５年台風 号に伴う豪雨により被災した汚水処理施設、

中継ポンプ場及び管渠の復旧工事を実施したことにより、全体の事業費

は、前年度と比較し 億 万 千円（ ％）増の 億 万

千円となっている。

経営状況をみると、総収益については、災害による固定資産の除却に

伴う長期前受金戻入分を特別利益（ 億 万 千円）として計上し

た影響により、前年度と比較し 億 万 千円（ ％）増加してい
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む す び

令和６年度下水道事業会計の決算は、総収益 億 万 千円に対

し、総費用は 億 万 千円で、差し引き 万 千円の純利益

が生じており、 年連続で総収益が総費用を上回る黒字決算となってい

る。

業務実績をみると、年度末の水洗化人口は 人で、前年度に比

べ 人（ ％）減少し、水洗化戸数も 戸で、前年度に比べ

戸の減少となっている。

また、年間処理水量は ㎥で、前年度に比べ ㎥（ ％）

減少し、有収水量についても ㎥で、前年度に比べ ㎥

（ ％）減少している。こうした中、年間処理水量に対する有収水量の

割合である有収率は、継続して実施している不明水対策の進捗により、

前年度を ポイント上回る ％となっている。

なお、下水道使用料は前年度と比較して 万 千円（ ％）の減

となっている。

建設改良事業については、将来にわたって下水道施設の修繕・改築等

を最適化するための長期的視野に立った資産管理計画となる「日立市下

水道ストックマネジメント計画」などに基づく国庫補助事業として、池

の川処理場の中央監視制御設備改築工事及び各ミニポンプ場の機械・電

気設備長寿命化工事を実施するとともに、管渠施設の安全確保を図るた

め、老朽管渠の改築並びに耐震化工事に取り組んだ。

また、雨水対策事業については、舟入川排水区における雨水管渠改築

工事を実施した。

加えて、令和５年台風 号に伴う豪雨により被災した汚水処理施設、

中継ポンプ場及び管渠の復旧工事を実施したことにより、全体の事業費

は、前年度と比較し 億 万 千円（ ％）増の 億 万

千円となっている。

経営状況をみると、総収益については、災害による固定資産の除却に

伴う長期前受金戻入分を特別利益（ 億 万 千円）として計上し

た影響により、前年度と比較し 億 万 千円（ ％）増加してい

る。

一方、総費用については、災害による固定資産除却費を特別損失（ 億

万 千円）として計上した影響により、前年度と比較し 億 万

円（ ）増加している。なお、純利益は、前年度と比較し 億

万円（ ％）減の 万 千円となっている。

また、経営指標については、経営の健全性を示す経常収支比率は前年

度を ポイント上回る ％で、 ％を超えていることから、健

全な経営を維持している状況であり、使用料水準の妥当性を示す経費回

収率は前年度を ポイント上回る ％で、汚水処理に要する経

費を下水道使用料で賄えている状況にあるといえる。

なお、キャッシュ・フロー計算書をみると、災害復旧事業及び老朽化

施設の改築等に投資したことにより、災害復旧債が一時的に増加したた

め、企業債残高は、前年度より 億 万円増の 億 万円となっ

ている。

以上が令和６年度の経営内容であるが、今後の下水道事業を展望する

と、水道事業と同様に、人口減少などによる水需要の減少に伴い、下水

道使用料収入の伸びが期待できない一方で、人件費の上昇や資材価格の

高止まりが続く中、順次耐用年数を迎える施設設備の更新や、近年頻発

する自然災害への対策などのために多額の投資が必要となる。特に老朽

施設の更新に関しては、本年１月に埼玉県八潮市で発生した道路陥没は

記憶に新しいところであるが、この事故は下水道管の破損が原因とみら

れており、本市内にも老朽化した管路施設の増加が見込まれることから、

不具合箇所を的確に把握し、適切に維持管理していくことが求められる。

このように、本市の下水道事業を取り巻く経営環境は、これからますま

す厳しくなるものと予想される。

そのため、今後の経営に当たっては、改めて一つ一つの経費の精査や

業務の見直しなどにより、経常費用の削減に努めるとともに、これまで

のストックマネジメントの取組成果や、現在改定作業が進められている

「上下水道事業経営戦略」における将来需要予測に基づいた投資・財政

計画、施設設備の長寿命化、更には新しい民間技術の導入や汚水処理体

制の在り方に関する官民連携に向けた検討等により経営の効率化を図る

など、安定した持続可能な事業運営に取り組まれたい。
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令和５年の台風 号に伴う豪雨の際には、本市内においても池の川処

理場をはじめ多くの施設設備が被災したが、令和６年度には概ね復旧作

業が完了したところであり、一日も早い市民生活再建のため懸命に復旧

作業に取り組まれた関係各位の御努力には改めて敬意を表するところで

ある。今後は、老朽化した施設の破損などによるリスクや、想定を超え

る様々な自然災害に備えて、市民生活への影響を最小限とするための適

切な対策が求められるところである。

下水道は、生活環境の改善や公共用水域の水質保全を図るものであり、

市民の快適な生活環境を確保するとともに、社会活動においても欠かす

ことのできない重要な都市インフラの一つであることから、本市の下水

道事業を安定して次世代に引き継ぐことができるよう、日頃から事業を

取り巻く環境の変化を的確に捉え、健全で持続可能な事業運営に取り組

まれるよう強く望むものである。

以 上
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令和５年の台風 号に伴う豪雨の際には、本市内においても池の川処

理場をはじめ多くの施設設備が被災したが、令和６年度には概ね復旧作

業が完了したところであり、一日も早い市民生活再建のため懸命に復旧

作業に取り組まれた関係各位の御努力には改めて敬意を表するところで

ある。今後は、老朽化した施設の破損などによるリスクや、想定を超え

る様々な自然災害に備えて、市民生活への影響を最小限とするための適

切な対策が求められるところである。

下水道は、生活環境の改善や公共用水域の水質保全を図るものであり、

市民の快適な生活環境を確保するとともに、社会活動においても欠かす

ことのできない重要な都市インフラの一つであることから、本市の下水

道事業を安定して次世代に引き継ぐことができるよう、日頃から事業を

取り巻く環境の変化を的確に捉え、健全で持続可能な事業運営に取り組

まれるよう強く望むものである。

以 上
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別表１　業務実績表

増　減 増減率(％)

人 △ 3,187 △ 1.9

面 積

人 口 人 △ 2,911 △ 2.4

面 積

人 口 人 △ 2,904 △ 2.4

戸 数 戸 △ 31 △ 0.0

水 洗 化 人 口 人 △ 2,876 △ 2.3

水 洗 化 戸 数 戸 △ 9 △ 0.0

㎥ △ 504,949 △ 2.7

△ 146,740 △ 1.0

ｍ

人

総収益

総費用

使用料収入

処理原価

区　　分 単位 ６年度 ５年度
対前年度比較

備　　　　考

行 政 区 域 内 人 口

計
画
区
域

広域下水道区域・西部地
区を除いた計画区域

処
　
理
　
区
　
域

普
及
率

面 積 ％ △ 0.5 － ×100

人 口 ％ － ×100

水
洗
化
率

人 口 ％ － ×100

戸 数 ％ － ×100

年 間 処 理 水 量

年 間 有 収 水 量 ㎥ ( )内は井戸水認定水量

有 収 率 ％ － ×100

管 渠 延 長

職 員 数

１ ㎥ 当 た り 収 益 円

１ ㎥ 当 た り 費 用 円

１㎥当たり使用料単価 円

１㎥当たり処理原価 円 △ 0.32 △ 0.2
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別表２　損益計算書前年度比較表

収 益 の 部 （単位　円）

６年度 ５年度

1　営業収益 △ 20,116,306 △ 0.8

 (1) 下水道使用料 △ 18,263,882 △ 0.8

       下水道使用料 △ 18,263,882 △ 0.8

 (2) 一般会計負担金 △ 1,837,424 △ 3.2

       一般会計負担金 △ 1,837,424 △ 3.2

 (3) その他の営業収益 △ 15,000 △ 5.1

       手数料 △ 15,000 △ 5.1

2　営業外収益 △ 20,383,534 △ 1.6

 (1) 受取利息及び配当金

       預金利息

       貸付金利息

 (2) 一般会計負担金

       一般会計負担金

 (3) 長期前受金戻入 △ 24,652,830 △ 1.9

　　　 受贈財産評価額戻入 △ 1,564,823 △ 2.1

　　　 国県補助金戻入 △ 17,694,206 △ 2.5

　　　 一般会計負担金戻入

　　　 工事負担金戻入

　　　 受益者負担金戻入 △ 1,027,799 △ 1.0

　　　 一般会計補助金戻入 △ 7,228,748 △ 2.9

　　　 その他長期前受金戻入

 (4) 雑収益 △ 1,744,548 △ 15.2

       不用品売却収益

       交付金 △ 246,792 △ 6.0

       その他雑収益 △ 1,536,756 △ 20.8

3　特別利益

 (1) その他特別利益

　　   その他特別利益

合　　　　　計

区　　　分
金　　　　　額 構成比(％) 対  前  年  度  比  較

６年度 ５年度 増　減　額 増減率(％)
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（単位　円） 費 　   用 　   の 　 　 部 （単位　円）

６年度 ５年度

1　営業費用 △ 33,801,695 △ 1.0

 (1) 管渠費　 △ 35,670,991 △ 30.0

 (2) 水質指導費

 (3) ポンプ場費 △ 3,959,064 △ 6.0

 (4) 処理場費

 (5) 普及促進費

 (6) 排水設備費

 (7) 業務費 △ 3,921,869 △ 3.2

 (8) 総係費

 (9) 流域下水道管理運営費 △ 42,770,000 △ 11.8

 (10)雨水施設費 △ 2,836,904 △ 32.7

 (11)減価償却費 △ 57,382,259 △ 2.7

 (12)資産減耗費

2　営業外費用 △ 8,009,966 △ 6.4

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 7,542,890 △ 6.2

       企業債利息 △ 7,662,610 △ 6.3

       長期借入金利息

       一時借入金利息

 (2) 雑支出 △ 467,076 △ 18.0

       その他雑支出 △ 467,076 △ 18.0

3　特別損失

 (1) 災害による損失

合　　　 　  　計

当 年 度 純 損 益 △ 141,660,340 △ 68.3

区　　　分
金　　　　　額 構成比(％) 対  前  年  度  比  較

６年度 ５年度 増  減  額 増減率(％)
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別表３　費用使途別比率表

    物  件  費

区　　　　分 金

1　営業費用

 (1) 管渠費

 (2) 水質指導費

 (3) ポンプ場費

 (4) 処理場費

 (5) 普及促進費

 (6) 排水設備費

 (7) 業務費

 (8) 総係費

 (9) 流域下水道管理運営費

 (10)雨水施設費

 (11)減価償却費

 (12)資産減耗費

2  営業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費

 (2) 雑支出

3　 特別損失

 (1)災害による損失

合　　　　　計

人　　　件　　　費

金　　　　額 構成比(％) 対前年
度比率

６年度 ５年度 ６年度 ５年度 (％) ６年度
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（単位　円）

額

  ・  そ  の  他  の  経  費 計

構成比(％) 対前年
度比率

金　　　　額 構成比(％) 対前年
度比率

５年度 ６年度 ５年度 (％) ６年度 ５年度 ６年度 ５年度 (％)
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別表４　費用節別比率表

（単位　円）

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金 繰 入 額

報 酬

法 定 福 利 費

法定福利費引当金繰入額

旅 費

報 償 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

広 告 料

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

研 修 費

交 際 費

動 力 費

薬 品 費

材 料 費

区　　　　分
金            額 構成比(％)

６年度 ５年度 ６年度 ５年度 比率(％)

対前年度

営

　
　

業

　
　
費
　
　

用
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（単位　円） （単位　円）

食 糧 費

厚 生 費

負 担 金

保 険 料

補 償 金

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

雑 費

有形固定資産減価償却費

無形固定資産減価償却費

固 定 資 産 除 却 費

貸 倒 損 失

計

企 業 債 利 息

長 期 借 入 金 利 息

一 時 借 入 金 利 息

そ の 他 雑 支 出

計

手 当 等

備 消 品 費

委 託 料

固 定 資 産 除 却 費

計

比率(％)

金            額 構成比(％) 対前年度

５年度６年度 ５年度 ６年度

営

　

業

　

費

　

用

営

業

外

費

用

特

別

損

失

合        計

区　　　　分
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別表５　貸借対照表前年度比較表

資       産       の       部 （単位　円）

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

       土地

       建物

       構築物 △ 707,523,952 △ 2.2

       機械及び装置

       車両運搬具

       工具器具及び備品 △ 320,890 △ 8.8

       建設仮勘定

 (2) 無形固定資産 △ 84,221,569 △ 8.0

       施設利用権 △ 84,221,569 △ 8.0

 (3) 投資

       出資金

2 流動資産

 (1) 現金預金

 (2) 未収金

     貸倒引当金 △ 1,345,691 △ 1,335,046 △ 10,645

 (3) 保管有価証券

 (4) 貯蔵品

資     産     合     計

増減率(％)
区　　　分

金      額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較

６年度 ５年度 ６年度 ５年度 増 減 額



－ 121 －

負   債   ・   資   本   の   部 （単位　円）

3 固定負債

 (1) 企業債

 (2) 他会計借入金 △ 76,945,050 △ 32.1

4 流動負債

 (1) 企業債

（2）他会計借入金

 (3) 未払金

 (4) 未払費用

 (5) 預り有価証券

 (6) 引当金 △ 1,077,185 △ 6.9

　　 　賞与引当金 △ 889,427 △ 6.8

 　　　法定福利費引当金 △ 187,758 △ 7.3

 (7) その他流動負債

5 繰延収益

 (1) 長期前受金

     収益化累計額 △ 34,267,201,472 △ 33,624,735,339 △75.4 △78.4 △ 642,466,133

負 債 合 計

6 資本金

 (1) 資本金

7 剰余金 △ 140,679,773 △ 32.8

 (1) 資本剰余金

       受贈財産評価額

       国県補助金

       受益者負担金

       一般会計補助金

 (2) 利益剰余金 △ 140,679,773 △ 48.4

　　　 当年度未処分利益剰
余金

△ 140,679,773 △ 48.4

       ・当年度純利益 △ 140,679,773 △ 48.4

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

増減率(％)
区　　　分

金      額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較

６年度 ５年度 ６年度 ５年度 増 減 額
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別表６　財務分析表　

６年度 ５年度

％ ％

％ ％

回 回

％ ％

％ ％

％ ％

(注)各算式に用いた用語は、次のとおりである。

(2) 負債＋資本
(3) 資本金＋剰余金＋繰延収益

(5) 負債(再建債＋企業債＋他会計借入金＋一時借入金)

×100
下水道使用料

企業債元利償還金
対料金収入比率

企業債元利償還金
×100

企業債償還元金
対料金収入比率

企業債償還元金
×100

下水道使用料

(1) 固定資産＋流動資産

(4) 有形固定資産＋無形固定資産－(土地＋建設仮勘定＋地上権)

そ
の
他

利子負担率
支払利息

×100

営業収支比率
営業収益－受託工事収益

×100

下水道使用料

企業債利息
対料金収入比率

企業債利息

×100
当年度減価償却費－長期前受金戻入

使用料収入
×100

汚水処理費

平均負債(5)

企業債償還元金
対減価償却費比率

企業債償還元金

営業費用－受託工事費

収
益
率

総資本利益率
当年度純損益

×100

×100
総費用

経常収支比率
経常収益

×100
経常費用

経費回収率

減価償却率
当年度減価償却費

×100

平均総資本

総収支比率
総収益

期末償却資産(4)+当年度減価償却費

未収金回転率
営業収益－受託工事収益

平均固定資産

流動資産回転率
営業収益－受託工事収益

平均営業未収金

平均自己資本

固定資産回転率
営業収益－受託工事収益

流動負債

回
転
率

９ 自己資本回転率
営業収益－受託工事収益

８ 現金比率
現金預金

×100

財
務
比
率

平均流動資産

現金預金＋未収金
×100

流動負債

６ 流動比率
流動資産

×100
流動負債

７ 酸性試験比率

５
固定資産
対長期資本比率

固定資産
×100

４ 固定比率
固定資産

自己資本＋固定負債

自己資本(3)
×100

総資本

×100
自己資本

区　　　           　分 　　算          式

構
成
比
率

１ 固定資産構成比率
固定資産

×100
総資産(1)

２ 固定負債構成比率
固定負債

×100
総資本(2)

３ 自己資本構成比率
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　下水道使用料収入に対する企業債利息の割合であり、経営状態を表すものである。

　下水道使用料収入に対する企業債元利償還金の割合であり、経営状態を表すものである。

　下水道使用料収入に対する企業債償還元金の割合であり、経営状態を表すものである。

　負債に対する支払利息の割合であり、平均利率を表すものである。

　減価償却額に対する企業債償還元金の割合であり、企業債償還能力を表すものである。

　汚水処理費に対する下水道使用料収入の割合であり、収益性を表すものである。

　営業費用に対する営業収益の割合であり、収益性を表すものである。

　総資本に対する純利益の割合であり、収益性を表すものである。

　総費用に対する総収益の割合であり、経営の安定性を表すものである。

　経常費用（営業費用＋営業外費用）に対する経常収益（営業収益＋営業外収益）の割合であり、経営

　の安定性を表すものである。

　固定資産の帳簿価額に対する減価償却費の割合であり、固定資産に投下された資本の回収状況を表す

　ものである。

　固定資産に対する営業収益の割合であり、固定資産の利用状況を表すものである。

　流動資産に対する営業収益の割合であり、流動資産の利用状況を表すものである。

　営業未収金に対する営業収益の割合であり、未収金の回収状況を表すものである。

　流動負債に対する現金預金の割合であり、当座の支払能力を表すものである。

　自己資本に対する営業収益の割合であり、資本の利用状況を表すものである。

　流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金等の流動負債に対する割合であり、短期債務

　に対する支払能力を表すものである。

　性を表すものである。

　流動負債に対する流動資産の割合であり、短期債務に対する支払能力を表すものである。

　固定資産の調達が、自己資本と固定負債の範囲内で行われているかどうかを示すもので、事業の安定

　総資本（負債＋資本）とこれを構成する自己資本（自己資本＋剰余金）の関係を示すもので、経営の

　安全性を表すものである。

　自己資本がどの程度固定資産に投下されているかを示すもので、資金の安定性を表すものである。

備            　　　考

　総資産に対する固定資産の占める割合であり、資産構成の適正度を表すものである。

　総資本（負債＋資本）とこれを構成する固定負債（固定負債＋借入資本金）の関係を示すもので、経

　営の安全性を表すものである。
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